
握看協第5回理事会 R5年 11月 報告 1-2

令和 6年度診療報酬改定に向けた議論の状況について

医療保険都会・医療都会において、令和 6年度診療報酬改定の基本方針 (案)が示され、中医協総

会では第 2ラ ウンドの議論が進んでいる。以下に、看護に関する主な議論の状況を報告する。

1.令和 6年度診療報酬改定の基本的視点 (案) (詳 組は別紙 1参照)

以下 4点が示 され、各視点に位鷺づけられる具体輸方向性については、本会が追記を主張してきた

「外来医療の機能分化 'J負化等」声質の高い在宅医療・訪F口尋看護の確保 専F電 性の高い看護師の活州 1の

記述が視点 2に、「重症化予防の取組推進 liの記述が視点 4にそれぞれ盛 り込まれた。

視点 1:現下の雇用情勢を躊まえた人材確保 ,働き方改革等の推進 【重′憶課題】

視点 2:ポス ト2025を 見据えた地域包括ケアシステムの深化・推進や医療 DXを含めた医療機能

の分化・強化、連携の推進

視点 3:安心 3安全で質の高い医療の推進

視点 4:効率イと'適正化を通じた医療保険待」度の安定性・持続可能性の向上

2. T入院 =外来医療等の調査・評価分科会におけるこれまでの検討結果 (と りまとめ)」 等を踏まえ

た、中医協 :こ おける各議論の状況 (11月 15日 現在)

1)入院基本料について

急性期入院医療に関して、ユ曽加する高齢救急‡角覚送者の多くは、「専門的な治療・処置どを要するもの

ではなく、「食物及び吐物における肺臓炎」、「尿路感染症」患者が占めている背景が示された。

● そこで、

方として、③高齢着救急は地域包播ケア病オ束で受け入れる体制σ)構築、②急性期医療機関に搬

送された後の地域包括ケア病4束等への下り搬送への評r曲 について議論がなされている。 lアJII紙

2P.1)

● 診療側委員は、下り搬送や高齢救急搬送患者を受け入れるためには
'見

状の地域包括ケア病オ凍13

対 1の看護配置では不足していると主張しており、更に手l畢い配置の必要性に関する議論が今

後行われる見通しざ

● 爾密期 リハ ビリテーシ ョン病検 入院料におしヽて l土身 体的約支 率 が高い こ 》が指 キl舗 占れ でお り

身体的約束を予防・最小化する取り組みの強化とともに、身体的拘束を実施 した場合の評価の

あり方が議論されている。

2) 重症度、医療・看護必要度について

令和 4年度診療報醐改定において、特定集中治療室の判定基準からB項 目が肖J除 されたが、看

護の必要量を測定する重要な指標として、B項 目の波J定は糸迷続している。次回改定では、ハイ

ケアユニット用の B項 目についても、回様の取扱いとすることが議論されている。

急性期一般入院料 1(7対 1)イこおいても、判定基準からB項 目が肖は除され、測定のみ継続とな

る方向性が議論されている。

●

I

●
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いる。(別紙 2P.2、 3、 4)

3) 看護補助者、特に介護福祉士資格を有する者への評1面について

高齢患者の増加と看護補助者が減少傾向にある中で (別紙 2 P,6)、 看護職員の負担軽減策の

観点から、急性理病棟における介護福祉士配置とその評価を求める意見が非常に多い状況にあ

る。実態として、看護補助者のうち介護福祉士資格を有する者が 2割おり、介護保険側で介護

福祉士の処遇改善がなされていることで、医療機関で働く介護福祉士との給与差拡大を懸念す

る意見が多い。

看護補助者の減少傾向に歯止めがかかつていないため、既存の加算評価そのものを疑

'口

再視する

意見も支払側委員から出されている。

また、重症度、医療・看護必要度のB項 目が論点となっている状況と関連し、「B項 目は介護業

務を評価している性質がある」との他団体の主張から、急性期病棟における介護の必要性につ

●

いて意見が相次いでいる。

今後の方向性については、

●

●

●

●

ヽ

● 中医協資料には、日本看護協会による調査結果での離職率データや「看護補助者への直接ケア

に闇す る石汗修 Iのプログラム奮料 (別紙 2 P,6ヽ7)i、含 支れてお り、本会は、着諮補助者が

尊 】干、l r募 本 オr古 挫 メデア Йヵ)Rl′ 書 望蟹H齢 遇 > 蓼 の キ 声_テ、ス キデΥttli差 蜂 1後 十 ス 十,ム とr,■ヽ

直接ケアの研修の充実化や業務の明確化等の取組みが必要なことを発言した。

● 診療側委員からは、「直接介護をする看護補助者の評価」や「医療機関で働く介護職員」等の言

葉は出たものの、厚労省の示した方向性について、総じて容認の意見が出された。

● 支払側委員からは、今和 4年度に新設された「看護補助体制充実力B算」の届出有無による業務

分担の差が少なかったデータを根拠に、加算新設の効果に疑間が里された l丹螂紙 P,8、 9)。 そ

の上で「既存の診療報酬上の評価を原資として、(直接ケアを提供する者への評価を)考えるべ

羞」と主張した。

た。

こつ 彰ヽ を示し

4)

●

●

特定行為研修修了者の配置について

医師のイ動き方改革に向けたタスク・シフティングの推進の観点から、

§隔藝機麟饉鯉錢饉睡腕曲醜錢錢軸曲機艤賤爾趣錘麹踵錘撥虫ぬ艶とQ謡儘腰ついて議論され

ている。

支払委員側からは、急隆期充実体舗Ⅲ加算や総合入院体制加算等の届出医療機関の約 6割で病棟

又は治療室に特定行為研修修了看護師が配置されている実態から、配置や人材育成を進めるべ

きとの意見が出されている。

働き方改革の推進に係る、lCTの活用等について

看護業務の負搬軽減として、ICT等の活用推進が重要であるが、現状としては取組みが少ない

100

5)

●
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実態が示されている 鶴Jtt P.10)。 ICT等の活用はコス トを要することから、十分な対応を求

める意見が相次いでいる。

● また＼緩和ケア診療加算や感染対策向上力B算 、褥療ハイジスク患者ケア加算等において、専 ll髯

性の高い看護師を含むチームの構成員が、地域で専 F写領域に係る活動をした場合にも、専従要

件を満たせるように緩和する方向性で議論がされている。

訪聞看護について

24時 F路尋対応体怖Jの確保 と看護溝巾
‐
への負担軽減の籍を点から要件を見直 し、同一事業所内で看護

職以外の職員が電話を取 り、適宜看護職につなげる体制を可能とする方向性に賛成意′爾しが多い。

また、こCT活 FttR/ン ターバルの取組 力犬 あ る.種見が出されている。

● 機能強イと型 との訪 ステーションに専関性の高い看護師 (CNS、 観、籍富行為研修修了者 )

の隠置を必須化することについて、十分な経遇措置の確保を前提としたぃとで、賛成意見が多い。

ただし、専F尋性の高い看護師の育成は時間を要するため、病院にいる華評尋性の高い看護師が地

域に出ていく方策の検討を求める意見も、診療側委員から出された。

● 訪問看護の必要性については意見が一致している一方で、一部の訪問看護ステーションにおい

て、緊急訪 F卜1尋看護加算、複数名訪間看護ブ,日算を毎日算定している実態や、精ネlil科訪 ,コ]看護にお

ける 24時間対応体制加算の届離|の少なさ、GAF尺度の高低差、周産期・乳
Υ払力児への訪闘看護の

実態 (産後クア事業との整理が曖妹な状況)等に関する詳細なデータが示された。鶴ば紙 2 P■ 、

12、 13、 14)支払側委員、診療′
lttll委員ともに、これらの内容を精査 し、必要に応じて適正化の

必要があると述べた。また、医療保険の訪問看護と産後ケア事業の役割分担を意識 した評価の

あり方の検討が求められた。

● 周産期及び乳幼児への訪濁看護については、本会の要望通 り、ハイ リスク妊産婦連携指導料に

おけるカンファレンスヘの参力B職種として、訪間看護ステーションの看護畠礫
‐
をコサ]記する方向が

示された。

7) 小児、周産期医療について

NICUの看護職員配置について、本会要望通り、こCUと 同等 (常時 ?対 1)の手戸皐い配置を評価

する方向性で議論が進んでいるとまた、家族等による付き添いがFF弓題 となつていることからも、

保育士や看護補助者の配置を求める意見が出されている。

●

● 医療的ケア児が増加 している中で、レスパイ ト機能の評価が論点 》′t｀ ってい るが、瞳害サー ビ

ス等報酬と医療保険との整理において、診療側委員と支払側委員 見が対立 しているハ

小児の緩不擦ケアに隣]しては、緩和ケア病棟と小児病棟の双方で対応できる体制構築の必要性に

ついて意見が出されている。

周産期医療については、令和 8年の出産費用保険適用での議論で対応することとし、次国こ女定

では大きな改定はない情勢。

オンライン診療について

へき地医療におけるオンライン診療には「D to P with N」 カミ有効であることが示され、診療

側委員からは成功事例を参考にしつつ、今後も拡大すべきとの意見があつた。

6)

●

●

●
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9) 診療報酬 DXについて

ベンダや医療機関等における集中的な業務央荷を平準化するため、令和 6年度診療報醐改定よ

り施行時期を 6月 1日 とすることとなつた。ただし、経過措置については、改定結果検証調査

への影響 を離 けるため、 これ で 1涌 り 9月 支で た′父る 舜′ムみである。

● 訪問看護においては令和 6年 6月 よリオンライン請求とオンライン資格確認が開始され、保険

証廃上を前提に令和 6年秋までで企事業所で義務化されることとなつた。

10)看護職員処遇改善評価料について

。 看護職員処遇改善評価料を算定している病院では、看護職員及び看護職員以外の職員も含めて、

約 9害どでベア等の対応により賃金改善がなされている実態が報告され、今後も引き続き、その

原資の確保が不可欠と本会は主張している。診療イ貫ll委員は、看護職員処遇改善評価料は織種や

の ナ,あ }r滸  参 朦 韓 熙 ∩ 盈:善 ト

●

●

医療機関が限定されているため、孝 f の 医痣 好 葉必 の管 卜げVべ

げが必要と強く主張している。現行の看護職員処遇改善評価料で対応できるかは検討が必要と

支曇恩璽査はi業務効率rヒや医療霙選内での人件費の配分を見直す等の対応に努めるべきであ

り、処遇改善のために安易に診療報酬を引き上げるべきではないと強調している。

3,本 会の改定要望項目に関する今後の取組み  (要望項目一覧は別紙 3参照)

鞠 顔麓嬢盤め

鶴

1)入院医療

● 看護職員西己置については、病床全体の機能分化を前提としながらも、必要な
'場

には看護機能・

役割に応 じた手厚い配置を求めていく。

・高度急性期の夜間看護職員配置 (10対 1)

・療養病棟の夜間看護職員配置の強化

・救急外来に配置基準を設定

● 看護職員の負担軽減のため、看護補助者の活用推進を求める。

・特に盲雌接ケアに関わつている看護補助者に対する評価の新設

・看護職員と看護補助者の役割分担や安全な直接ケア実施のために、本会研修の活用を推進

・小児病棟における看護補助者配置への評価

● 尊 F弓性の高い看護師、特に摂食疎下障害認定看護師による、地域での活動評価 (介護施設等)

を求める。

● 処遇改善については、医療機関の全ての職員の賃上げを可能とする報酬改定を求める意見 (医

自酌
‐
会・病院団体等)が強い中、本会 としても全体的な流れに賛同しつつ、看護職員分の処遇改

善評価料を守る豚要がある。

。現在の処遇改善評価料の対象にとどまらず、金ての看護職員の処遇改善を求める

。令和 2年度改定により、既に賃上げされている看護職員の不利益にならないことを求める
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2) 外来医療

これからの議論であり、論点が分からないものの、蓮疲化予防に資する外来における療養支援

への評価 (特に心不全患着)を求める。

外来における在宅療養支援の質向_とに向けた研修を「望ましい要件」とすることについて要望

している。実績不足により次園改定での反映は難 しい情勢だが、今和 8年度改定での実現に向

けて発言を進める。

●

●

3) 訪聞看護

集谷住宅・同一敷地ぬ建物への訪 Pn弓ゃ一部の精神科訪問看護について適正イ監を求める意見があ

るが、当然ながら必要性があつての訪問看護もあるため、内容等を慎重かつ丁寧に精査する必

要がある脅を発言していく。

●
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改 定 の基 本 的視 点 につ い て
(別紙 1)

● 改定の基本的視点については、以下の 4点としてはどうか。

0そ の際、現下の躍
~用

情勢に加え、長期的にも入日構造の変化により支え手が不足する状況の中、人材確保

が大きな課題となつていること|こ鑑み、視点 とに重点を置くこととしてはどうかっ

視点 と

現下の雇用情勢を踏まえた人材確保・働き方改革等の推進 【重点課題】

視点 2

ポス ト2025を見据えたi也域包播ケアシステムの深化・推進や医療DXを含めた医療機能の

分化 。強化、連携の推進

視点 3

安心・安全で質の高い医療の推進

視点 4
効率化・適正化を通した医療保番父制度の安定性 。持続可能性の向上

視点 l I見 下の雇用情勢を踏 まえた人材確保・ 働 き方散華等の雄進

0 2023年の蕎闘などを通して賃上げが行われているものの、医療分野では賃上げが他の産業に追いついていない状況にある。そうし

た中で、医療分野における人材確保の状況は、目下のところ、高齢化等による医療需要増加の一方、有効求入信率が全職種平均の 2～

3倍程度の水準で高止まるとともに、入職率から離職率を差し零|いた医療分野の入職超過率は 0。/。に落ち込むなど悪化している状況で

あり、また、長期的にも、人口構造の変化により生産年齢入囲の減少に伴つた支え手不足が見込まれる。

0 このような状況をIフきまえ、必要な処遇改善等を通して、医療現場を支えている医療従事者の人材確保のための取組を進めることが楡

務である。その際、特に医師、歯科医師、薬剤師及び脅護師以夕本の医療従事者の賃金の平均は全産業平均を下回つており、また、この

うち看護補勤者については介護職員の平均よりも下回つていることに留意した対応が必要である。

O 加えて、医師等の働き方改革を進め、健康に働き続けることのできる環境を整備することは、憲者・国民に対して提供される医療の

質・安全を確保すると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要である。診療報酬においてはこれまで、タスク・シエ

ア lジ ング/タスク iシフテイングやチーム医療の推進等、医療従夢者の高い専P弓性の発事軍と医療機関における勤務環境改善に変する取

組を評1面 してきたところ。2024年 (令和 6年)4月から、医自市について時F日二外労働の上限規帝llが適用される予定であるが、周規籍Jの

適用以後も、引き続き、総合的な医療提供体制改革の進展の状況、医療の安全や地域医療の確保、患者や保険者の視点等をIクさまえなが

ら、診療報酬がより実効性のある対応となるよう検討する必要がある。

【考えられる具体的方向性の例】

O 医療従事者の人材確保や賃上げに向けた取組

○ 働き方改革に向けての取組の推進

・ 各職種がそれぞれの高い専FB性を十分に発争軍するための動務環境の改善、タスク・シェアリング/タスク・シフティング、

チーム医療の推進

・ 業務の効率化に費する ,CTの利活用の推進、その他長時間労イ動などの厳しい勤務環境の改善に向けての取組の評価

` 地域医療の確保及び機能分イ七を図る観点から必要な数急医療体需1等の確保

・ 懸療人材および医療資源の偏在への対応

3

4

異 体 的方 向 性 につ い て ①
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具体 的方 向性 につ い て ②

視点 2 ポス ト2025を見鋸えたと感鑢儀循ケアシステムの深1と こ繊進や医療 DXを含めた

医療機縛路の分 f鼈・強 rと 、連携の推進

○ いわゆる団塊の世代が全てフS歳以上となる2025年に向けて、医療機能の分化・連携や地域包矯ケアシステムの構築が進められてき

たが、2025年以降も人園減少・高齢化が進む中、憲者の状態等に応じて賀の高い医療を通切に受けられるよう、介護サービス等と運

携しつつ、切れ目のない提供体制が確保されることが重要である。

O このため、医療DXを推進し、今般の感染症対応の経験やその影響も踏まえつつ、タト来・入院・在宅を含めた地域全体での医療機能の

分化・強化、連携を着実に途めることが必要である。

【考えられる具体的方向上性の伊u】

○ 医療DXの推進による医療情報の有効活用、遠F扁医療の推進

・ マイナ保険証を活用した、質が高く効率的な医療の提供
。 医療情報の標楽化、lCTの活用等を通して、医療連携の取組を推進

O 生活に配慮した医療の推進など地域包括ケアシステムの深化・推進のための取組

・ 医療と介護の連携、医療と障害福祉サービスの連携の推進

○ り八どリテーション、栄養管理及び口腔管理の連携・推進

O 患者の状態及び必要と考えられる医療機能に応した入院医療の評価

・ 増カロする高齢者急 L算月医療の三―ズや地域医療構想等を踏まえた、患者の状態に応じた適切な医療資源を効率的に提供するた

めの機能分化の推進

O 外来医療の機能分化・強化等

O 新興感染症等に対応できる地域における医療提供体制の構築に向けた取縄

○ かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師の機能の評1面

O 質の高い在宅医療・訪問看護の確保

・ 専F弓性の高い看護虐Tの活用

視点 3 安心 。安全で質の高い医療の雄逢

○ 食本オ料費をはじめとする物価高月薄を踏まえつつ、惑者にとって必要な質の高い医療を確保する取組を進める。

○ 患者の安心・安全を確保しつつ、医療技術の進展や疾病構造の変化等を踏まえ、第三者による評価やアウトカム評価など客観的な評

価を進めながら、イノペーションを推進し、新たなニーズにも対応できる医療の実現に
=争=す

る取組の言羽面を進める。

【考えられる具体的方向性の例】

○ 食材料費をはじめとする物イ面高騰を踏まえた対応

○ 患者にとつて安心・安金ほ医療を受けられるための体制の評l面

, 憲者が安心して医療を受けられ、それぞれの実情に応じて地域で継続して生活できるよう、医療機関問の連続の強化に資す

る取組等を実施

・ 人生の最終段階における医療・ケアの充実

○ アウトカムにも着目した評価の推進

・ 質の高いり八ビリテーションの評価など、アウトカムにも着目した評価を推進。

O 重点的な対応が求められる分野への適切な評価 (小児医療、周産期医療等)

・ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実

・ 質の高いがん医療の評1面

・ 認知症の者に対する適切な医療の評価

・ 地域移行・地域生活支援の充実を含も`質の高い精神医療の評価

・ 難病患者に対する通切な医療の評1面

O 生活召慣病の増加等に対応する効果的・効率的な疾病管理および重疲化予防の取組推進

○ 目腔疾患の重症1と予防、日腔機能低下ノ＼の対応の充実、生活の質に配慮した歯科医療の推進

5

6

具体 的方 向性 につ いて ③
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具 体 的方 向 I隆 につ いて ④

)

【考えられる異体的方向性の例 (続き)】

O 葉局の地域におけるかかりつιナ機能に応じた適切な評l置、薬局・薬着む自市業務の対物中心から対人中心への転換の推進、病院薬

剤白藉業務の評価

o 士也域の患者・住民のエーズに対応した機能を有する医薬品供給拠点としての役割の評イ面

○ 医薬品産業お斎造の転換も見争居えたイノペーションの適切な評価や医薬品の安定供給の確保等

・ 悪者の安心・安全を確保するための医薬品の安定供給の確保を推進

・ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノペーションを含む先進的な医療技術の適切な評価

幌点 4 効率化・適重化を通 した医療保険制度の資鍵性 こ持続可能 l隆 の向上

O 高齢化や技術進歩、高額な懸薬品の開発等により医療療が増大していくことが見込まれる中、国民皆保険を維持するため、医療資源

を効率的・重点的に配分するという観点も含め、制度の安定性・持続可書紗性を高める不断の取組が必要である。

○ 医療関係者が協働して、医療サーどスの維持・向上を図るとともに、効率化・適正化を醸ることが求められる。

【考えられる具体的方向性の例】

○ 後発医薬品やバイオ後続品の使用促逢、長期収裁品等の在り方

・ 後発医薬品について、安定供給の確保の状況窪踏まえつつ、使用促進の取経を推進。

・ 医療保険員オJ文の中でイノベーシヨンを推進するため、長期収載品等の保険絵付の在り方の見直しとともに、経済隆に優れた医療

機器等の診療報酬上の評価や患者が自ら使用するプElグラム医療機器等の保険適用の在り方について検討。

○ 費用対効果評価幣ll度の活用
。 革新性が高く市場規模が大きい、又は著しく単価が高い医薬品・医療機器について、費用対効果評価需ll度を活用し、適正な価格

設定を実施。

○ 市場実勢1面 4g,、 を踏まえた適正な評価

・ 医薬品、医療機器、検査等について、市場実勢1遜1笛を踏まえた適正な評価を行うとともに、効率的かつ有効 ,安全な利用体制を

確保。

・ エビデンスや相対的な臨床的萄用性を踏まえた医療技術等の適正な評価。

○ 療療DXの推進による医療隋報の有効活用、遠l扇医療の推進 (再掲)

○ 憲者の状態及び必要と考えられる医療機能に応じた入院医療の評価 (再掲)

O 外来医療の機能分イヒ・強化等 (再掲)

7

)

8
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具 体 的方 向性 につ い て ⑥

【考えられる具体的方向性の例 (続き)】

O 生活雷慣病の増加等に対応する効果的 。効率的な疾病管理および重症化予防の取組推進 (再掲)

O 医師・病院薬斉じ師と薬局薬済JttVの協働の取組による医薬品の適正使用等の推進

・ 重複投薬、ポリフアーマシー、残薬や、適証使用のための長期処方の在り方への対応、リフィル処方箋の活用等、医師及び

薬剤師の適切な連続による医薬品の効率的かつ安金で有効な使用を促進。

・ 医学的妥当性や経済性の視点も踏まえた処方を推進。

9
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日看協箕 5回理事会 R5年 11月 韓

転院 (下り搬送)による撒急医療体制の役割分担 (イメージ) 1こ第 2
関するワーキンググループ (令和3年 12月

3日 )新潟県提出資料 (一部改変)

O 入院治療の機能分化及び受入体制の確保のため、高次の医療機関からの転院搬送の健進の必要性が指摘されている。

』

肇療憲者の受入れが可能な

体制を維持できる

転院
錢嬢議甕

【患者にとつて】 :身近な病院で必要な医療を受けられる

【周辺病院にとつて】 ,議箸数を確保できる
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日看協第 5固理事会 R5年 11月 錦 各 1-2

■
，
一一“静

一
歳 1高齢者に多い.疾患ごとの各入院料種男urΦ

―
入1院先の割―合

一般病棟等の75歳以上の患者に多い疾患※1における75歳以上の患者が一般病棟又は地域包播ケア病練等に入院する際の入院先の内訳
(カッコ内は、そのうち救急搬送により入院した割合)

診調組 入-1
5.3.10

O高 齢者に多い疾患は、急性鶏一般入院料に入院する際に救急搬送される害1合が金疾患の平均よりも高いもの

及び吐物による肺臓炎及び尿路感染症等が急性期一般入院料 11こ入院する割合は、全疾患の平均と同程度に高い。O食 物

い 。

６

７

３

９

１０

■

１２

鱚

・４

・５

・６

1君呂
ナクわレス感染症2019′

2 食物及び壁物による肺臓炎

3 うっ血!性心不全

4 老人性を刀発白内障

5大腸徐 腸>のポリープ

ウイルスが同定された

大腿骨頚部骨折 閉鎖隆

転予買通骨折 Fォ弓鎖性

尿路感染症「 部住不明

老入1隆核白内躊

肺炎′詳細不明

蝉  Fォ尋鑽雄

前立腺の頴陛新生物 <腫瘍>
その他の製の換 b症

脳動,囁の血栓症による脳使塞

体液垂減少 (症 )

気営支及び肺の悪性新生物<腫瘍>′ 上菜′気管支又は

肺

17慢隆腎臓病′ステージ5

18脊柱管狭窄 (症)腰 言B

19急性漂細管間質性腎炎

20轟常支及び肺の議性新生物 <腫瘍>′ 下葉テ気管支難

21脳動脈の塞栓声正による脳梗塞

22その他の原発性膝関節疲

23細菌性肺炎ナ詳細不明

入院料 1

(353.143床 )

55.90/o(26.8。/o)

52,8% (47.90/o)

53,7%(65.9%)
56.3%(38,4%)
57.8。/o(0.0%)

47,80/。 (0.40/。 )

56.7% (61,40/o)

56,90/o(69,8%)

51.7% (57.30/。 )

36.9% (0.1%)

37.1% (53.10/o)

35.5。/o(54.3%)

70,00/o(3.1。/o)

86.00/o(2.4%)

53.0。/。 (52.7%)
30.10/o(52.0。/o)

69,8。/o(6.6。/。 )

61.90/o(10.C°/o)

54.00/o(6.9。/o)

64.2% (50.10/o)

70.6% (6.6%)

41,70/。 (64,4%)
52.7%(1,9°/。 )

63.0。/o(50.3%)

入院料2-3
(15,941床 )

2.3。/o(27.6%)

2.5。/o(37.90/o)

3.00/o(47.2%)

2.40/。 (30.6%)
と,20/o(0.0。/。)

と,80/o(0,7。/。 )

3.5%(51.1%)
3.7。/o(60.8%)

3.10/o(40.40/。 )

と,2。/。 (0.30/o)

2.7。/o(36.1%)

3.2% (40.4%)

と,7。/。 (3,9。/o)

1.0%(0・ 80/o)

2.2。/o(42,80/c)

2.8。/o(39.1%)

1.0%(11,9%)

2.0。/o(12.1%)

2.8。/。 (11・ 0°/。 )

2.9。/o(40.4。/o)

0.9%(13.20/o)

1.80/。 (51.3%)
3,1%(3.8%)

3.0%(4と ,80/o)

入院料4-6
(135.739床 )

17.0。/o(24.2%)

20,3。/。 (28.6%)

23.5。/o(37.2%)

15,3% (26.8%)

3.6。/。 (0・ 0°/。)

9.20/o(0,7。 /c)

28.00/o(42,1%)

27,8%(46.5%)
26.5。/o(32.4%)

3.9%(0。 と。/o)

36.4% (32,0%)

35.0% (30.9%)

7.0。/o(5,80/o)

5.6。/。 (3,0。/。)

14.4。/o(34,8%)

39.80/o(30.1%)

5.5%(11,6。/c)

14,1%(10,1%)
25.0。/o(9,1。/。 )

18.9%(33,1%)

5,9。/o(11.4%)

とと.フ
。/o(39,2%)

28,10/o(3.8%)

と6.9。/o(35.5%)

ケア病棟

(98,546床 )

6,7。/。 (10,3。/。 )

2`8。/。 (14.2%)

7.40/。 (19,1°/o)

4,80/。 (9,4%)
17.と 。

/。 (0.生 %)
10.3%(0.1°/。)

5.0。/o(13.0。/。)

5,30/。 (14,0。/o)

10,2。/。 (16.8。/o)

13.5%(0.0°/o)

10,9。/。 (16.3%)
19,0。/。 (20.3。/o)

2.8。/o(3.40/o)

0.20/o(6.2。 /o)

と,4。/o(12,70/。 )

19.20/。 (17.4。/c)

1.2%(11,1°/o)

8,10/。 (2.80/。 )

8.40/。 (8.2。/o)

5,60/。 (18.5。/o)

と,3。/。 (7.5。/。 )

2,0%(10,2。/。 )

7.3。/o(4,9%)

4,3%(19.1%)

3.80/o(0.40/o)

2.30/o(6.8。 /。 )

(1,60/o) 6.8%(1,60/o)

f9.フ %う    6.6。/。 (15.2%)

入院料1-2    入院料3
(19ィ 121床)   (29,777床 )

1.6%(19.6%)0,9%(11,■ %)

7.7%(30.40/o)0・ 8%(23.1%)

2.1%(21.40/o) 1・ 3。/o(9,4%)

1.OO/。 (13,20/o)  0,60/。 (7.7%)
0.0。/。 (0,0°/o)   0・ 0°/。 (0.0。/。)

0.6%(0,7%) 0,2。 /。 (1・3%)
2.7。/o(31,10/c)  と.30/o(25.8%)

2`4。/o(29.6%)■ .2%(25.40/。 )

2,30/o(17.9%)  1・ 4。/o(10・ 0%)
0,1。/。 (0,0°/o)   0,0° /。 (0.0。/o)

4.20/o(20.5%)2.8%(12.9%)
3.3。/。 (21.6%)  2.10/o(15.8。 /。 )

0,3%(7,80/c) 0・ 2%(4.30/o)

0.10/。 (8.5%)   0.0°/。 (25,0%)
0.80/。 (14.7%)  0,3。/c(16.6。/。 )

3.7。/。 (25.4。/o)2.7%(14.60/。 )

0,2。/。 (16.4%)  0,1°/C(2,2。/o)

1.2。/。 (4,7%) 1,2。 /o(4.10/。 )

2.OO/。 (12“ 20/o)  1・ 0°/。 (7.4%)
1.生%(16.0%)0・ 5%(11,9° /o)

0.20/。 (12.30/o)  O,1°/。 (6.ア
。
/。 )

O,8。/。 (9.4%)   O.5。/。 (1,8%)
と.9。/o(5.60/。 ) 主.フ

。/o(3.4%)

とi30/o(17,30/o)O・ 60/。 (7,30/o)

0.2。/o(1,7。/o) 0・ 1%(11.8。/o)

0.40/o(15.0%れ   0.4。/。 (5,5%)

DPC算定病床
※2

(113,549床 )

と5.6。/。 (35。 2%)

13.20/o(48,6。/o)

9.と。
/。 (81.80/。 )

19.6% (66.4%)

20,2% (0,1%)

30,1。/o(0.2%)

2.8。/。 (69.8%)
2.7。/。 (73,9%)
4,90/o(71.0。/。 )

24,6。/。 (0,1%)
5,90/。 (69.9%)
と.40/。 (59.5。/。)

18.00/。 (2.30/o)

7.20/。 (7.5。/o)

27.90/o(68.9%)

と、6。/o(73,1。/。 )

22,2%(4,9。/o)

11,SO/o(20.3%)

6.8。/。 (2.00/。 )

6.80/。 (60,6%)

21,00/。 (4.フ
。
/。 )

41,6%(84.80/。 )

5.10/o(0.40/o)

と1,0%(63,8。/o)

17.5。/o(0,6%)

25.6。/o r5.60/。 Ⅲ

のうち

転院入院以外

5.4。/c(12.5。/。 )

1,6。/o(21,2%)

5.8。/o(23.9。/。)

3.7% (11.8。/0)

17.1。/。 (0.1%)
10.3%(0,1°/。 )

2.0%(31.4。/o)

2.0。/o(34.60/c)

9.30/o(18,3%)

と3.4。/o(0.0%)

10,10/c(17.3%)

16,10/o(23,70/。 )

2,5。/。 (3,8。/。 )

0.10/o(7.90/0)

10.3% (22.30/o)

18.1。/。 (18,4%)

0.9。/。 (13,9。/。 )

6.6。/。 (3.3。/c)

6.9。/o(9.7。/。 )

5,1。/o(19,80/。 )

1.0。/。 (9.5。/。 )

0.90/o(22,2%)

5.396(6.5。 /o)

3,90/o(20.90/。 )

3,80/o(0.38/。 )

1,8。/。 (8,70/O)

24

25

―根ll性又は患側不明の鼠径ヘルニア ,

わないもの

肝及び肝内胆管の設隆新生物 <Л壼瘍>

閉塞及び壊疸を伴 69.50/o(1.0%)2,2%

. 獨肝絶4艤       62.8。/。 (7.5%)  1.9°/o
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入院料

金入院料 (入院料問わず)

急性期一般入院基本料料 1～ 7

急I隆期一般入院基本料 1(再掲)

急・隆期一般入院基本料 2～ 7(再掲)

特定機能病院入院基本料 (一般病棟)

地域一般入院料 と～3

地域包括ケア病棟入院料 1～ 4

療養病棟入院基本料

出典 :Dpcデ_タ

報告1-2

介護施設 B福祉施設からの入院患者
意見交換
R 5

資料-5参考-1
3  .   1  5

O Dpcデ_夕によると、令和3年度における介護施設“福祉施設からの入院患者は年間66万例ある。
0こ のうち、急性期一般入院基本料を算定する病棟へ入院する患者が750/oを 占める。

介護施設]福祉施設からの令和3年4月 から令和4年3月 までの入院症例

症例数
各入院料に

占める割合
平均年齢 死亡害J合

24時 F倒弓

死亡書1合
平均

在院圏数
救急車による 救急入院
搬送割合   害じ合

661′ 008

492才744

291,957

200′ 787

7′ 332

27′840

48′313

12,052

1000/0

75%

440/0

300/。

10/c

40/o

70/。

20/0

85.5

85,8

85.3

86.5

78.9

86.4

86.8

87.3

35.20/0

36.30/。

45.20/0

23.40/0

0.4

12,80/c

10.00/。

2.60/O

52,2C/c

56.40/。

65.10/。

43.80/0

0.4

24.50/0

12.20/O

7.90/O

15.40/0

13.10/c

12.20/O

14,30/0

0.1

18.10/O

19,40/0

41.7。/。

3.10/O

2.60/。

2.90/0

2.30/O

O,0

1.59/c

l.00/0

2.20/O

20.7

18.8

18.1

19.9

15.4

23.0

29,6

42=3

特定機能病院入院基本料 (一般病棟〉1まフ:雪 および10,1それぞれを含む。
地域包播ケア病棟入院料は同入院料1～ 4及び医療管理料1～4を含む。
療養病棟入院基本料は同入院料 1～ 2及び特別入院基本料を含む。
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日看協箋 5回理事会 R5年 11月

NO ICD10 鱗 名 触

全入暁

食物及び吐物による随臓炎

尿協感染症J部位ヽ不ヽ明

うっ血性心不全

B市炎′詳細不群月

転子買通骨折 閉鎖性

大腿骨頚部骨折 閉鎖性

急`隆尿細曽間資隆腎炎

2019年新蜘 ロナウイルス急性呼吸器疾患

体液最減少 (症 )

細菌性肺炎,詳細不明

心不金′詳細不明

醒奮炎群 う胆管結石

脳動脈の嗣触 龍 よる脳梗塞

(四)肢のその1也の部働 蜂巣炎 <蜂寓織炎>

気管支肺炎′詳細不明

胆管炎

敗血症,詳細不明

脳動脈の塞栓症による脳オ更塞

その他のでんかん

急性胆のう<嚢>炎

離 儲 斤 Fォ弓鎖隆

脳梗塞の続発 ,後遺症

悽隆腎臓病′ステージう

胆管炎及び胆のう<嚢>炎を僻わなし理 奮結石

その他の脳梗塞

出典 :DPCデータ(令和3年4月 から令和4年 3月 までの入院残例 )

介護施設 Π福祉施設からの入院患者

報告 1-2

割合一鍛
協

NO ICD10 傷病名

心停止′詳細不明

脳梗塞ァ詳細不明

夕1傷l隆顎更膜下出血 頭蓋内に達する開放創を伴わないもの

穿子と叉は膿蕩を鞠 ない大腸の態窒性疾憲

軸捻 (転)

胃腸出血′詳細不明

閉塞を伴う腸癒着 E索条物]

尿組管間質常生腎炎′急性叉は慢性と明示されないもの

(大脳)半球の脳内出血ァ皮質下

胸水′他に分類されないもの

プヾ―キンソン<Parkinson>病
詳細不明の原因による冑腸炎及び大腸炎

イレクス′詳細不明

励 急性盗行障害

低漫透圧及び低ナトリウム血症

その他のグラム陰隆菌Itよる敗血症

急性艇のう<嚢>炎を科う胆のう<嚢 >率多缶

筋の消耗及び萎縮ァ他に分類されないもの 音B位不明

播種性血管ぬ凝固症候群 E脱線維素症Fi柔群ユ

組菌感染症r詳細不明

貧血r詳細不明

尿管結石

尿2善緒石r詳細不明

その他の急性腎不全

意見交換 資料 -5参考一 と

R  5  .   3  .   1  5

徽
(。/o)

0.5%

0.5%

0,5%

0.5%

O,5%

0.40/o

O.4%

0.4%

0,4%

0,4%

0.40/o

O,4%

0,3%

0.3%

0,3%

0.3%

0,3%

0,3%

O.30/o

O,3%

0.3%

0.3%

0,30/o

O.3%

Oi30/O

1  〕690

2  N390

3  と500

4  」189

5  S7210

6  S7200

7 N10
8  υ071

9  E86

10 3159

1l 1509

12 K303
13 1633

14 と031

15 」180

16 K830
17 A419
18 1634

19 G408

20 K810

21 S3200
22 1693

23 N185

24 K805
25 1638

492f744   1000/c

70,192   14.2。 /o

25′ 010    5,10/o

22′ 448    4.60/o

22′ 363    4.5。 /。

19′054    3.9%

17,052    3.50/。

13r606    2.80/。

12,850    2,6。 /o

10,S88    2,10/。

7′490    1.5%

7ァ 162    1,50/O

S,602    1,1%

5r420    1.1%

4′ 553    0,90/o

4′ 100    0,8。/。

4′043    0,8%

4,034    0.80/o

3,845   0.8%

3,814    0.8%

3,625    0,70/o

2′972   0.6%
2′ 354    0.6。/O

2,339    0,6%

2ィ 784    0.6。 /o

2,758    0.6%

３

４

５

６

７

８

９

３

３

３

３

３

３

３

26 1469

27 1639

28 S0650

29 K573

30 K562

31 K922

32 K565

2,706

2′599

2,486

2,447

2,379

2,157

2,150

2,129

2,073

1′890

1′844

1′732

と,720

1,634

1,667

1,5フと

lr470

1,458

1,415

1,398

1,380

1′364

1ァ 340

1,399

1610

N12

J90

G20

A099

KS67

K550

40 E871

41 A415

42 K300

43 M6259
44 D65
45 A499

46 D649
47 N201

48 N209

49 N178

50 S2200 1,293

4

O 介護施設 B福祉施設からの入院患者のうち、急性期一般入院料1～7を算定する病棟へ入院する患

者の医療資源を最も投入した傷病名の上位50位は以下の通り。
め る50/oがと っ血性心不14。/。、が性肺
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日看協第5回理事会 _R5生 11ニ

300000

250000

290000

察50000

再00000

50000

日甕譲業矛ヵ費籍島を警

臼介護福祉士

■看護業務機動警■介護福4圭貴

推 1-2

看護業務補助者等の従事者数

甕護業務機動審纂の籍動換舞従票警繊の縫琴夕夕

0
平成44年

199977.6

44690,7

214668、 3

平成 17年

再99144.8

206005

219742.3

平成20年

1898383

27481

2173193

平歳 23年

196894.2

3494之 .4

231836.6

平成26年

496696

42987.9

239683,9

平成 29年

17S2348

45197,耗

2204319

令牽爾2筆

153382.3

38965′ 7

帝92348

○看護業務補助者 :保健歳V、 助産息市、看護師及び准看護師の免許の有無にかかわらず、看護業務の率甫勤業務に従事する者 (看護学校など

の学生及び生徒は除く)。 例えば、看護助手、介護職員等であり、ベッドメイキングや物品の運搬、患者の移送な滋 行う。

農典:令和2年 医療施設調査 食園編 第46表 (報告書第9表)病院の従事者数

注:平成28年まではr病院報告」でIB握していたが、平成29年から1ま「盛療施設静態調査」で把握することとなり、平成29年以降|ま従事者数不詳の病院が存在す
5るため、単純に年次比較することはできない。

中医協 総―も
5。  6. 1 4

O医 療機関に勤務する看護業務補助者の従事者数は、平成26年以降減少しており、看護業務補助者と介

護福祉士の合計数も同様の傾向である。
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日看協第 5回理事会 R5年 11月 錦 各 1-ク

看護補助者の雇用形態等

O許 可病床 100床あたりの看護補助者数は13.0人 、うち正規雇用は8.4人 (64.60/o)、 非正規雇用は4,6人

(35.40/o)であつた。

02019年度に採用された看護補助者のうち、同年度内に退職した割合は、正規雇用は26Ⅲ 10/o、 非正規雇用

は33.3%であり、井正規雇用の離職率の方が7.2ポイント高かつた。

■雇用形態別・病床去見模別の看護捕勤者数

:  を,,4ク 駿澪:   =  1'1,'整 霜
''

▲

66 移9

ｒ
４

▲

,4, ,2.6 争.儀

急穂
,吟 孝

3タ
左自盛りI看護補助者数 (常勤換算)

右目盛り:正規雇用害嗜合

T' II'サ :″ よ」iみ  う
'1 11,,上

 ,t

′ =と,I      ́14■ `

41二 , ■|′ i,'

E雇用形態別の看護捕勤者の採用・退職状況 (n=3′ 248)

出典 :日 本看護協会r2020年 病院看護実態調査」 6

幕窃
患蒲

4.6 41筆

正規・非正規合算

6.1人

5.6人

91,1%

5.1人

1.7人

29H9%

非正規雇用

3.1人

3.3人

105.1%

2.6人

1.1人

32B9%

正規雇用

3.0人

2.3人

76.7%

2.5人

0,6人

25.6%

①採用予定人数

②採用者数

③採用害」合 (②/①)

④2019年度の総退職者数

③②のうち2019年度退職者数

③年度内離職率 (⑤/②)

114
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―） 錦 善 1-ク

【参考】看護補助者への直接ケアに関する研修

出典 :日 本看護協会r看護補助者を対象とした標準研修」

時関数

講義 :SO分
演習 :

③tO分

②25分
③20分

講義 ,60分
演習 :25分

講義 155分
演習 :20分

講義 160分
演習 :25分

講義 1120分
演習 :30分

講義 :50分
演習 :20分

講義 :50分
演書 :10分

講義 :60分
演習 :30分

講義
漠雷

55の
20分

義
習

講
演

560分
235分

単ァ3/主な内容

く語残>生活環境IE欝わる業務
腐床及び病床周辺の清掃 ,整頓、病室環境の調整、シーツ交換やベッドメイキング、リネシ類の管理
<演習>
Эペッドメーキング、②勝就留置カテーテルの取り扱い、尿量測定、③経管栄養の準備と片付け

<講狭>診療に関わる周逆業務
処置・検査等の伝票類の準備・整備、診療に必要な書類の整備・橋充
医療機器及びその1しの器具等の準備・片付け、診療材料の機充・整理
入退院・転出入に関する業務
<流雷>医療機器等の敷り扱い

く語残>直接ケアに関わる医療安全
生)患誓誤認防止、2)転倒・転落防止、3)スキンテア防止

<演雷>総

「

(危険予兵B訂1篠 )

<講義>患者 `患者家族とのコミユニケ‐ション

1)良好なコミュニケーション、2)憲者理解
く震習>コミュニケーション手技

く講義>身体の清潔に関する業務
1)シャワー、入浴介動、2)清就、3)手浴・足浴、4)洗髪
5)口腔ケア、6)洗面と整容、7)寝衣変換

く演習>・ 目腔ケア、清拭・寝衣交換

く締義>排泄 ,こ関する業務
1)排淮介助 (トイレ。ポータブル トイレ・尿器・便器)、 2)おむつ交換

<演習>おむつ交換 。その他の排浚介助

く講義>食事にBgする業務
1)食事介勘、2)轡3下膳
<洩習>食事介勘・配下膳

<露義>姓 安纂に関する業務
1)体位交換、2)温電法・冷弩法、3)見守り
<滋習>体位交換、温篭法・冷驀法、見守り

く語義>移動・移送に関する業務
1)歩行介勤、2)入院、検査、病棟移動のための搬送(事椅子、ストレッチャー)

く演雷>歩行介助、串椅子・ストレッチャーの移動・移送介助

モジュール

周辺業務

直チ妻ケア総論

各論 清潔に関する業務

各論 排泄に関する業務

各論 衰事に関する業務

各論 安全・安楽に関する業務

各論 移動・移送に関する業務

2

3

4-1

4…2

4-3

4い4

4-5

7
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日看協第 5回理事会 R5年 11月 逹隠各 1-ク

看護職員と看護補助者の業務分担状況_急性期看護補助体制加算届出あり①

■急性期着護捕勤体制加算 (※)届出あり、かつ、看護補助体制充実加算届出ありの医療機関における、

備晶搬送

寝具やリネンの交換、ベッド作成

配下膳

環境整備

医療材料等の物品のを南充、楽備、点検

患者の病棟への送迎

移乗

清潔・整容

拿薯介助

事務約業務

おむつ交換等

排泄介助

体位交換

日中の患者のADLAM手動の見守り・付添

夜間の患者のADL4″行動の見守り。付添

入院案内

loo%          80%

4%1麟

籍11%磨

露12%踏

41%

44%              |

鸞 16%麟

綺 21%博              よう。/o

口1日日■1日臓38%坤 う6%

負,弦

(n岳847)

rilヽ %

24%      .

22%      |

18%

(※ )急性鶏看護孝鳶助体制加算届出可能
な入院料

・急性期一般入院料1～5
・急性期一般入院料6
・特定機能病院入院基本料 (一般病棟 )

・専F身病院入院基本料 (一般病棟

4%1額    20オ ■r iIII二:二五二III静。
/。

'二

IIIIIII,i万万

36%

34%

62%

62%

46%

47%

51%

52%

56%

52%

49%

46%

42%

38%

14%  |

3°/。

移

3%

εO%

=無園答

一脇
一

1%

62%                |  :   与1%1      1°/o

65%                 | :111。 /ol l:I互猛たII I

SO%          40%

H看護職員が主に担当

出典 :令和4年度入院菫外来医療等における実態調査 (病棟看護管理者棄)

20%           8。 /◆

看護職員と看護補助者との協紳

20%       40%

を看護構助者が主に担当

80% 4CO%

3

診調組  入 … 2
5 10 12

116
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看護職員と看護補助者の業務分担状況_急性期看護補助体制加算届出あり②
■惣陛期看護補助体制加算 (※ )届盤あり、かつ、看護捕勤体制充実加算届出なしの医療機関における、

園看協箋5回理事会 R5年 11月

傭品搬送

寝具やリネンの交擦!、 ペッド作成

配下膳

環境整備

医療材料等の物品の構充、窄傭、点検

患者の病棟への遂週!

移乗

清潔・整容

事務的業務

食事介助

おむつ交換善

錦 各 1-ク

5% 錮離 | 28°/s

6%■
躙閣路

圏陶15%期限

圏圏爵48%題 47。/。

罐 21%撤

42%

45°/。

47% 340/ゅ

51%       I:i■ il:■ ■

“

%:

(n=781)

|   ュ_″″_″"_ル‐‐,一″‐″…‐ 64% ャ _´ ……亦″″″―″… …. 
―

23%      |

2ク%

18%

35%

踵生3%撥 |    ■   03メ          i二
=,:,IttII二

|

2%

16%   |

1%

CO%

■無囲答

彰

55%              || |||  | 14む 塊

風中の患者のADとや考手動の見守り・付添            58%          ● 130オ | |… 1蕩 I

体位交換 58%            11 37% 9γ。|

排泄介助 59% 36% 1%

入院案内 66%                 
‐

||‐ |:猪

夜間の患者のADとや行動の見守り,付添           69%          | :1240/。 「 |五%●I

1て 10ゆ/。 88%

120/。   |

(※ )急性鶏看護補助体制加算届出可能
な入院料

i急性鶏一般入院料1～ 5
,急控期一般入院料6

・特定機能病院入院基本料 (一般病棟)

'専 F弓病院入院基本料 (一般病棟

80%          49%

霧看護織員が主に捜当

出典 :令和4年度入院・外来医療等における実態調査 (病棟看護管理者票)

|1着護戦員と看護補助者と命協働

20%        40%

窮着護。
'繭

助者が主に担当

O%20% 盈00%

9

117 117

診調組 入… 2
6.10.12

30%



日看協第 5回理事会 R5年 11月

令和 4年屋≡影蒻要華限酬改定  五-3

錦 各 1-ク

医療機関ぬにおける労務管理や労働環境の改善のためのマネジメントシステムの実践に資する取組の推進
と②

夜間の看護配置に係る評価及び業務管理等の項目の見直し①

夜間における看護業務の負担軽減に資する業務管理等の項目の見直し

>看護職員の夜間における看護業務の負担軽減を る観点から、業務管理等のI買目を見直す。

③「ア 11鱒間以上の動務間隔の確保ど又は「ウ 連続する夜動の回数が 2国以下」のいずれかを満たしている

ことを必須fとする。

②看護職員夜間配置カロ算 (精神科数急急!隆期医療入院料及び精神科数急・合併症入院料)の施設基準における満た

すべき項目の数について、2項霞以上から3項目以上に変更する。

再掲

看護職員夜聞
配置力E葺

絡警褻験鶏l議整鶴題療入鶴機、

'I磨

神科致急・合併症入院料の

注力a算

協項目以上

○

○

○

○

○

○

○

O

○

○

○

○

○

夜閥看護体制
加算

障害者施設等入院基本料

の注力E算

4項目以上

○

○

○

○

○

夜画看善幣翻
加欝

看護籍助加算の注加算

4項目以上

○

O

○

○

○

O

○

○

○

○

夜固看瑶磯体部】
加欝

急性期看護裕助体制カコ算

の注力n算

3項目以上

○

○

O

○

○

O

○

○

①

O

○

○

○

看護隅員夜闘
隠置加算
1かす1加算 1

16対 1加算 1

4項目以上

○

○

○

○

○

○

ヽ
コ

※13交代制勤務又は変則 3交代勤務の痴棟のみが対象

※2夜閤30・ 50,100対 1急性期看護補助体制加欝の届H二が該当

ア 貌監時簿蕨逮の鞠騒蘭霧の機擦

イ 正循環の交代同期の確保 (※ 1)

夢 夜勤の連続回数が2連続 (2趨〕譲で

工 夜勤後の暦日の体国確保

オ 夜勤帯のエーズに対応した柔軟な勤務体制の五夫

調整するカ

キ 看護補助業務のうち 5審」以上が療養生活上の世話

ク 看護補助者の夜問配置 (※ 2)

ケ みなし看護補勘者在除いた看護補助者比率 5害J以上

よる業務負埠軽減

118
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_邑遷甥漉饉煙辺進基塞_R5年 11月 _ 数豊■-2

訪聞看護聯1用者の 1月 の請求額の分布

○ 訪問看護療養費 (医療保険)の 1人当たり1月 の請求額は3万円台が最も多く、平均は98,125円であつた。
O請 求額が60万円以上のものが、全体の約1%強であるが存在している。

(利用者数)

70rO00

60′ 000

50,000

40′ 000

30′ OOO

20r000

10′000

0

393

(利用者数 )

12′000   11,913

25′ 653

7,950

55,374

40r305

2,305  2′826

60ァ と80

(第鍵錢杉
疹ν́貌務翁聰

(平均値 )

98ァ盛24蕉務爵

16′683

42′276

100。/。

800/。

60。/o

40%

200/。

1000/。

980/。

96%

940/o

920/。

90%

4と,094
37′ 紗 疹 ア́イ″移 り

63     36

患
と

32′

為

Ｂ

Ｅ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

６２

19′47319,941
14′ 18と

7′ 620
6′ 439 5,064 4,551 4′

539 3丁 94輻

澪澪ざ器、澪ざざざざざざざざざざゞ螺試①
0。/。

くヽ)

が
ず

ヾ
ざ

ご
ざ

ぎ
ざ

10′ 000

8ァ000

6′ 000

4,000

2,000

0

98.49。/O

4,278
3「 S94

2,100   1′
407   1′ 677

927   1′ 176   354    192    684    294

下,ヾ
ざゝ

づ
pや

S｀

ぢ♪
やSゝ

戯
ゞ
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ゞ

ぅ。
sゞ

ぅち
Gざ

ざ`
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｀
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ゞ
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〕
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ゞ
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｀
ご
ゞ
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々
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ゞ
Ⅲ
ゞ

'ゞび
ゞ
Ⅲ
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―

累積 。/o

出典 :訪問看護療養費実態調査をもとに保険局医療課にて作成 (令和5年6月 審査分より推計X速報値 )

60。
｀ (円 )

最大値
1,162r640
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日看協第 5回理事会 R5年 11月 報告 1-2

緊急訪間看護加算の算定状況

利婦者数(人 )

10,COO

9,COO

3r000

7′ 000

6r000

5,000

4′ 000

3,000

2,000

1′000

0

9′雹66

2,847

′212
567 333 204 141 111 78  63  45  48  57  63  27  18  15  30  9   3  18  3  15  21  3  15  27  45  15  18 171

1   2   3   4   5   6   7   3   9  10  11  12  13  14  15  16  17  13  19  20  21  22  23  24  25 26  27  28  29  30  31

(算定日数 )

嘔緊 急 訪 蘭看 護加 糞 を 葺 定 t′ た者 の うち 、別 表 第 7・ 別 表 第 8該当 割合

漏l】表第7該当                64.80/o               フ6.20/o

房lj歳第3骸当               67.40/o               77.10/o

出典 :訪聞看護療養費実態調査をもとに保険局医療課にて作成 (令和5年6月 審査分より推計)(速報値 )

76.80/c

82.20/。

O訪 問看護基本療養費の緊急訪聞看護加算を1日 以上算定している利用者の1月 の算定日数は、月1日

が最も多く、月平均は2.6日 である。また、算定日数は1国 から31日 までばらつきがあり、当該加算を算定し

ている利用者のうち、約1%が毎日算定している。

O月 の算定日数が多い利用者は医療ニーズの高い利用者である別表第7、 別表第3に該当する者が多い

傾向にある。

1移嬢 密斃 縁魔籟 簑娩期

1 鶏瘍劉嫁縫鐵 協姦囲

チ 平均櫨岳2.6爾

している利用者のうち、
ているのは約 10/o毎日算定し

緊急訪問看護加算を鎌定した者

うち、15日以上算定 うち、20日以

120
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国看協第5園理事会 R5年 11月 親善1-2

身体合併症を有する精神科訪間看護利用者への対応可否
意 見 交換
R 5 .

資料 -2参 考
5  .   1  8

O身 体合併症を有する精神科訪闘看護の利用者への対応については、金利用者に占める精神科訪間看

護の利用者割合が高いほど、対応可能な状態が少ない傾向にある。
100.OO/。

80.0%

60.00/o

40.00/o

20.00/o

O.0%
在
宅
成
分
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養
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崇
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析
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宅
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己
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膜
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理
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置
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テ
ー
テ
ル

気
管
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レ

在
宅
気
管
切
蘭
憲
者
指
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管
理

筏
宅
悪
性
腫
瘍
等
患
者
指

導
管
理

100,00/。

80rOO/o

60.0%

40,00/o

20,00/o

O,00/o

在
宅
自
己
導
尿
指
導
管
理

管
理

在
宅
自
己
疼
痛
管
理
指
導

在
宅
肺
高
血
圧
症
患
奮
指

在
宅
憲
者
訪
F口弓
点
蕩
注
射

(金利用者に占める精裕科訪F口B看護利用者の割合)ao～ 200/。未満 観20～40。/O未満 臣14〈〕～60。/o未満 鬱60～300/。未満 E180～ 100。/c

臨典 :令和4年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査「在宅医療、在宅歯科医療、在宅訪闘薬剤管理及び訪闘看護の実施状況調査」

(訪問看護票 (施設))をもとに保険局医療課にて作成

向
精
神
薬
の
副
作
用

管
理
指
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宅
人
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吸
指
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理
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日看協第 5回理事会 R5年 11月 報告 1-2

小児の利用者における傷病名

015歳未満の小児の利用者は、「精神及び行動の障害」や「周産期に発生した病態」が主たる傷病名であ

る利用者数及び利用者に占める害1合が増加傾向にあり、「精神及び行動の障害」は顕著に増加している。

Or先 天奇形、変形、染色体異常」、「神経系の疾患」が主たる傷病名である利用者数は増加している一方

で、利用者に占める割合は減少している。
E主たる傷病名露Bの|小 児の訪閣看護剤輝着数・ 割合 の推 T多

35,000 ※訪問看護療養賣明細書に

おける主たる傷病名の例

先天奇影、変形、染色体異常
30′ 000

周産期にテる生した病態

25ァ 000

目妊娠、分娩、産褥

□腎療路生殖器系の疾患

盟筋骨格系 ,結合組織の疾患

理皮膚・皮下組織の疾患

団消化器系の疾患

□呼吸器系の疾患

□循環霧系の疾患

口耳及び乳様実起の疾患

□眼及び付属器の疾患

20′ 000

15ァ000

10,000
神経系の疾患

濡縛及び行動の障害

囲損傷、中毒、その他の外国の影響

回異常検査等所見で他に分類されないもの

園ぬ分泌、栄養、代謝疾患

口血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害

■新生物

■感染症及び寄生虫症

(26
5′000636

イ
ロ

27 H29 R3 R5

出典:訪問看護療養費実態調査をもとに保険局医療課にて作成(各年6月 審査分より推計(令和5年6月 審査分は速報値))

Rl

122

1

5,19F
L8:二。ノ

ダウン症、鎖肛、脊饒髄膜瘤 等

自閉症スペク トラム障害、

注意欠陥多動障害、

精神発達遅滞、愛着障害 等

14

122



日看協第 5回理事会 R5年 11月 報告 1-2

<令和6年度診療報酬要望事項 一覧>

: 平時 B右事に対応できる効果的 ,劾率的で質の高い医療提供体制の構築

1,病院機能に応じた役割発揮を可能とする看護提供体制の構築

1-1.高 度な急性期入院医療を提供する病院における通切な夜間看護職員膏E置の

評価

1-2.新生児集中治療窒における看護提供体制の充実

1-3.小児患者に関するユニットマネジメントの推進

1-4.療養病棟 ,こ おける適切な看護職員藤己置の評価

1-5.救急医療の充実に資する看護提供体制の整備

2.重症化予防にむけた外来機能の強化

2-1.心不企患者に対する継続的な療養支援への評価

2い 2.外来における療養支援の質向上に向けた取 り組み

3.地域連携等による切れ目ない看護の提供日訪問看護の強化

3… 1.地域における包括的な感染管理体制の強化

3-2.摂食疎下機能が低下している患者への継続的なケアの提供

3-3.訪闘看護における看護職員の夜F自弓対応負担軽減の推進

3～4.訪問看護指示書の月2回交付対象の拡大

3-5.専 F弓性の高い看護自頭による同行訪間の対象患者の拡大

3-6.奪 F尋性の高い看護節等による介護施設等への支援 ,相談活動への評価

3-7.看護小規模多機能型居宅介護 (看多機)での医療保険の訪蘭看護提供に

係る要件緩和     .

別紙3

I持 続可能で質の高とヽ医療の実現に向けた働き方改革等の推進

1.タスクシフト・シェアの推進

1-1.小児病棟における看護補助者の酉己置の評価

1-2.看護補助者の確保及び質の向上にむけた取 り組み

2.安心してl動き続けられる環境づくり

2-1,すべての看護職員の処遇の改善

2-2.看護職員の月平均夜動時FH弓数に関する要件の竪持

2-3.夜間勤務における負担軽減の更なる推進

Ⅲ 安心 B安全で質の高い医療 E看謹の実現 B充実

1.精神科医療・ケアの充実

1-1.精ネ曲病棟における看護の質の向上

2.周産期医療歳ケアの充実

1-1.精神疾患を有する妊産婦に対する医療機関と訪 F猟弓看護の連携

強化

とぃ2,ハ イリスク妊産婦に対するユニットマネジメントの推進

1-3.妊娠橋尿病患者に対するケアの充実

3,専門性の高い看護師の活用

3-生 ,緩和ケアチームの看護師に心不企看護に関する専 F弓 性の高い

看護師の追加

123 123



日看協第 5回理事会 R5年 11月 報 告 1-2
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踵 協鍵睡距辺聾箋寃__R5年 11_鳳 _ 報告 1-3

令琴□6年度介護報酉llll改定に向けた審議状況について

・ 社会保障審議会介護絵付費分科会において、令縄6年度介護報酬改定に向けた第2ラウンドの議論に入つている。

・ 看護サービス関連事項のうち、第2ラウンドに入り具体的な論点が示されたもの (11/6時点)につして審議状況を報告する。

(詳細1よ次買)

③地域包括ケアシステムの深化・推進  ②自立支援・重度化防止に向けた対応

③良質な介護サービスの確保に向けた働きやすい職場づくり ④制度の安定性・持続可能性の確保

密線5筆

6月～9月

9/27、 10/2

10月～12月

10/23

10/26

11/6

11/16

12月 中

翁機6無

1月頃

主な論点につして議論 (第 1ラウンド)

事業者団体等からのとアリング 【訪問看護】日本訪Fo尋看護員オ団、全国訪問看護事業協会より意見聴取

具体的な方向性につして議論 (第 2ラウンド)

地域密着整サービス (定期巡回・随時対応塾訪関介護看護、夜F尋尋対応型訪間介護、小規模多機能型届宅介護、

看護小規模多機能型層宅介護、認矢B症対応型共同生活介護)

層宅サービス等 (通所介護、認知症対応翌通所介護、療鶴蟻所介震、通所り′ぱリテーション、短期入所生活介護、

短期入所療養介護)

届宅サービス等 (訪問介護、訪関入浴介護、訪関奮護、訪Fo尋
lブアヽビリテーション、居宅療養管理指導、居宅介護支援)

横断的事項 (介護人材の処還改善等、複合型サービス (訪 F諄弓介護勅 介護の組合せ))

施設サービス等 (介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護、高齢者施設と
医療機関の連携強化、福祉用具。住宅改修)

報醐・基凄に関する基本的な考え方の整理・とりまとめ
※地方自治体における条例の結J定・改正に要する時間をふまえ、基痒に関しては先そ手してとりまとめをそ子う

令和6年度政府予算編成
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資寝 2-1
社保審一介護給付費分科会

第227爾 (R5.10.11)

日看協第5回理事会 R5年 11月 報各 1-3

令和6年度介護報酬改定に向けた基本的な視点(案 )搬要

改定に当たっての基本的認識

02040年を展望すると、認知症の高齢者や単身高齢者の増加など介護二一ズが増大・多様イとし、地域ごとに異なる形で進行。地域ごとの

特性や実情に応じ、地域包播ケアシステムを深化・推進させていくことが必要。また、医療、介護の複合ニーズを抱える方への対応、感

染症や災害への対応力強イと、介護現場における安全性の確保、認知症施策の推進も重要な課題。

○ 高齢者の要介護状態等の軽減又は悪化の防とに資するよう、これまで、多職種違携、アウトカム評価、科学的介護の推進を区ってきた。

こうした取組も踏まえながら、質の高い、自立支援・重度化防止に資するサービスの提供を引き続き推進していくことが必要。

○ 近年、物価高騰や他業種の賃金引上 tずが進み、介護分野からの人材流出も見られる中、今後、更に現役世代の減少が急速に進むことも想

定されており、良質なサービスを確保しつつ、人材不足に対応することが喫緊の課題。通切な処遇を確保しつつ、介護サービスの質の向

上を図るため、働きやすtt職場環境づくりや柔軟なサービス提供の推進などの総合的な人材確保の取組が必要。

○ 介護に要する費用は増加。必要なサービスは確保しつつ、適正イと・重点化を図り、制度の安定性・持続可能性を高めていくことが必要。

介護報酬改定に向けた基本的な視点

①地域包播ケアシステムの深化 `推進

○ 認無症の方や革身高齢者、医療ニーズが高い中重度の高齢者を合め、それぞれの住み慣れた地域において利用者の尊厳を保持しつつ、質

の高いケアマネジメントや必要なサービスが切れ目なく提供されるよう、チ也域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組を推進

。医療 。介護連携による医療ニーズの高い方や看取りへの対応 ・感染症や災害への対応

・高齢者虐待防止等の取組 ・認知症への対応

②自立支援・重度化防止に向けた対応

○ 高齢者の自立支援 ,重度化防止という制度の趣旨に沿い、多職種連携やデータの活用を推進

・ リハビリテーション・囲腔・栄養の一体的取組  。とIFEを 活用した質の高い介護

⑥良質な介護サービスの確保に向けた働きやすい職場づくり

○ 介護人材不足の中で、更なる介護サービスの質の向上を図るため、処遇改善や生産性向上による職場環境の改善に向けた先進的な取組を推進

・ 介護ロボット・iCT等やいわゆる介護助手の活用によるサービスの質の向上と業務負担の軽減

・ 経営の協働化等や、テレワークなどの柔軟な働き方・サービス提供にF美弓する取組

の制度の安定性 ◆持続可能性の確保

○ 介護保険制度の安定性・持続可能性を高め、全ての世代にとって安心できる制度を構築

`評価の適正化・重点イと  ・ 報雷lll体 系の吏整理・簡素化
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日看協第5回理事会 R5年11月

①訪間着護

論点la専門的なケアのエーズが高い琴u用者への対応

報告 1-3

|● 訪間看護事業所(こおもヽて、専門性の高い看護師※とが、指定訪Fo弓看護の実施に関する計画的な管理を行うことを評価※2してはィぅか。
※1緩瑠Iケア、褥勝 ア着しくは人工腫FBケア及び人正勝翔七ケアに係る専FBの研修を受与すた看護鰤又は特定行為研修を修了した看護師
※2 看護Jヽ去見模多機能曇居宅介護についても評価してはどうか。

諭点 2H看取り体制の強化

i● ターミナルケ″力経鴬について、診療報醜における評価を踏まえ、単位数を見直してtよわか。

|● 離島等1魏 する利用者t醐して医自市崩手う死亡診断等を、I∝を活用した在宅での看取りに関する翻惨を受けた看護師が縮勘した場合を

i  評価※してはどうか。                                                             、
(※)看護小規模多機能里層宅介護についても評価して1まどうか。

論点3.訪問看護1こおける簿続可能な24時間対応体制の確保

● 同一訪F苺尋看護事業所において、緊急訪間の必要性の判断を看護倉市等が速やかに行えるよう、看護自暉等に連絡できる体需lJが整備されてもヽる等、通切
'なサービ央提供体制力潮鵡とされてしヽる場合 (こ tよ、着護師等以タトの職員も奉淳用者又は森際寺からの電話連罐臨受けられるようにして|まどうか。    |

● 24時 F日弓対応を確実に機能させる観点瘍 、持続可能な体制に資する取組が行われている場合につき評価してはわ か。

論点 4室 理学療法圭等 :こよる訪問看護の評価

i◆ 藩 爾 繁 鞠 観 iた

サ~ビスを適切に評価する観点かよ サービスα辮 脚 や実績等継 まえ、理学療法士等による訪問看護縣 る評価

論点 5コ 円滑な在宅移行に向けた医療と介護の連携

●医自IFの指示に基づき、看護師による議院当自の訪間の評価を充実することにつして、どのように考えるか。
●また、退院時共同指導を効率的に実施する観熊から、入院中の患者に対する指導内容につき、文書凱外の方法で提供することを可能としてはわか。

論点 6.訪闘看護と他介護保険サービスとの更なる連携強化

●秀u用者により適切なサービスを提供する観点から、訪問看護事業所と他の介護保険サービス事業所との連携に係る取組を訪闘看護の提供体制を

評価げるにあたつての要イ牛とする等としてはどうか。

季
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日看協第5回理事会 R5年11月

論点lD柔軟なサービス提供のための報酬体系

報告 1-3

●サービス不u用頻度が少ない場合は、サー象 提供量、利用者の納得感等の観点から、当該利用者の利用状況に合わせた報酬の調整を行つてはどうか。

●「,自まり」サービス脚 予定がなしW裁含でも受け入れることもあることから、計画にない『泊まり」サービスを必要
`ヨ

慈じて行うことについて評価してはどうか。

論点 2E る聴

●更なる地域包:吾ケアの推進を図るめ 、総合マネジメント体翻翻 ヒカロ欝を基本サービス資として包播的に評輌

'し

てはどうか。

0また、看護小規模多機能翌層宅介護が、地域包紗 の担_い手として、地域に開か醐 点となり、サービスの質の向上を図りつつ、認知症対応を含

む様々な機能を鶏揮し、地姻め多様な主体とともに利用者を支える仕組陽づく鋭安睦する観点から、地掘趨話ケアの推進とと― 豊社会の実明に

資する珈組につしヽて、新たに評価することとしてはわか。
       :な 主体が提供する生活支援サービスを含む居宅サービス計画を作成すること、●具体的には、利用者と関わりのある地域資源輯 況を把握した上で、身́鵜

認知症の方の積極的な受入や人材育成、更には、地域の多様な主体と協働した交流の場の拠点づくりの取組な整 評価してはうか。
‐

その他 (訪問看護や小多機の論点で看多機にも適用するもの)

口訪関看護 論点 1(専門的なク のニーカ時鞘 不ヽJ用者への対応)専鶏控の葛ι雑脅護鰯億まる計爾鶴な簿殴の議 魏

論点 2(看取り体制の強化)夢―ミナ,抄ケ鞠 驚か義麗見箇佐紗、選CT斑溺癬し纏 護鰤4こまる壌鶏死亡診効機鑢の評罐

■小規模多機能型居宅介護 論点 1(認知症対応力の強化)

・認知症対応力の更なる強イとを図る観点から、現行の認知症瀬算の取組に加えて、認知症ケアに関する事関的研修修了者の隠置や認知症ケア

の指導、研修の実施等を行つていることについて新たに評十西することとしてはわ か。

。また、新設する区分の取組を促す観点から、現行つ単位数は見直して十設どうか。

塑
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日看協第5園理事会 R5年 11月

論点 lB短期利用の評価

③療養通所介護

難 a

●医療ニーズを有する中重度者が必要ほ応じて利用しやすくなるよう、療養通所介護におして短舞E翠1用を可能としてはどうか。

諭点 2.重度者のケア体制の評価

●主に中嚢度の利用者を対象とする療養通所介護について、特に手厚い人員を配看Lし、かつ要介護度の高い利用者の割合が大きい事業

所について、人員体制、管理体制等を評価してtまどうか。
●f丼せて、中重度かつ医療的ニーズを有する療養通所介護の利用者に対して、適切な医療的ケアを提供するための手続き等を明確化してtよ

どうか。

論点 3B地域包括ケアの推進と地域共生社会の実現に資する1取綴

●療養通所介護が、地域包括ケアの担い手として、地域に開かれた処点となり、サービスの質の向上を図りつつ、認知症対応を含む様々な機

能を発揮し、地域の多様な主体とともに利用者を支える仕組みづくり在促進する観点から、地域包播ケアの推進と地域典隻社会の実現に

資する取組について、障害福祉サービス等(おける報酬改定在考慮し、新た店詔面することとしてtよどうか。

●具体的には、利用者と関わりのあると也域資源の状況なB握した上で、多様な主体が提供する生活支援サービスを含む居宅サービス計画を

作成すること、認知症の方の積極的な受入や人材育成、更には、地域の多様な主体と協働した交流の場の拠点づくりの取組な整 評1面し

てはどうか。

塑
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会 R5年 11月 韓

参考 令和6年度介護報酬改定に向けた日本看護協会要望 項目一覧

2023年5月 22日 厚生労働省老健局長に提出

■.地域共生社会に向けた看護小規模多機能型居宅介護 (看多機 )の機能強化・設置促進

1)利用者の状態に応じたターミナ,♭ケアや重度者への柔軟な対応体制への評価

2)看多機の登録定員・不U用定員が「標準基拳」であり、市町村が独自に条例で定めること力Ⅶ 能で

あることの周知徹底

3)看多機における共生型サービスの取組みの推進

2.訪間看護・介護施設における安定的な看護提供体制の整備

1)地域における訪問看護の対応体制強化の推進

2)複数の訪問看護事業所の運携による24時間対応体制の評価

3)緊急時訪蘭看護の夜間・早朝加算および深夜加算の算定要件の緩和

4)看護体制強化加算のターミナ,レケア件数の要件緩不日

5)特別養護老人ホームにおける看取りの推進に向けた看護体制の評r面

3.専門性の高い看護師の活用による医療三―ズ対応や感染対策の充実

1)専 FE性の高い看護師が実施する訪問看護の評価

2〕 感染症に関する専門性の高い看護自軍の支援。助言による感染対策強化

130
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報告 1-4

令和 6年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた議論の状況

令和 6年度簾害福祉サービス等報醜改定に向けた、障害者都会・障害児支援都会等における議論

の状況を報告する。

●

障害福祉サービス等報酬改定に向けた検討経過

障害者 と児都会のもとに設置された「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム (以下、検討チ

ーム)」 1こ おいて、報酬じ女定に向けた論点整理と具体の検討がなされている。

検討チームでの検討状況は、障害提に母美弓する内容はこども障害児支援都会 (こ ども家庭庁所管)、

障害者にF美尋する内容は障害者都会 (厚生労働省所管)に適時報告される。

1)検討チームによる関係団体とアリング

● 改訂に向けた各立場からの意見聴取

> 2023年 7～ 8月 、49団体 (議事者団体 。事業者園体・職能団体等)鶴け紙 1/p2-3)

> 本会からは、9事項を要望 (別紙 2)

2)検討チームでの検討結果に基づく、障害児支援部会 ,障害者部会での検討

● 検討チームにおいて整理された 「報酬改定に角けた主な諭点」及び「想定される検討事項」

(別紙 l p4-9参照)について、第 2回障害児支援部会 (9月 13日 )、 第 137回障害者部会

(9月 28隠 )にて検討

● 本会からは第 137回障害者部会にて、石
‐
多機による共生型サービスの評価の拡充について、

検討事項への追力置を改めて要望

● 検討チームでのその後の検討状況については、第 3園障害児支援都会 (10月 30隠 )、 斃 38

園障害者都会 (11月 20日 )にて報告・検討

)   2.本
会意見の反映状況J今後の予定 (別紙 2参照)

3.今後のスケジユール (別紙 l pl参照 )

●
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日看協第5回理事会 R5年 11月 報告 1-4

別紙 1

社会保障審議会障害者部会

資料 1第137回 (R5,9.28)0 厚生労働省
ひと、くらし、みらいのために

協れlstry of用 韓 厳h,tabourand Weltare

令和 6年度1障害福祉サ■ビス等

報酬改定について

厚生労働省社会 嗣援護局障害保健福祉部障害福祉課

132
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11二 報告1-4

令和6年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた検討スケジュール

令和6年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた検討について1ま、以下のスケジュールで進めていくこととしている。

障害福祉サービス等報醐改定検討チーム

資料2第28回 (R5.522)
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※ 議論の状況について|ま、適宜、障害者部会に報告する。
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日看協第 5回理事会 R5年 11月 報 告 1-4

障害福祉サービス等報酬改定に向けた関係団体ヒアリングの実施について

O令 和6年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた関係団体とアリングについて、以下の内容で実施する。

1.対象団体
ヒアリングを行う団体は、次ページのとおりとする。

2.実施予定日

第1回～第6園 :7月 ～3月

3.ヒアリング要領
(1)1団体あたり質疑応答を含め15分程度(団体説明:8分、アドバイザー等質疑17分)で意見等を述べることとする。

(1回 当たり8団体程度を予定)

※ 対面による方式のほか、オンライン会議による方式及び書面提出による方式などにより実施することも可能とする。

(2)意見等については、令和6年度障害福祉サービス等報酬改定に関するものとし、以下の視点についても盛り込むこととする。

“視点1 より質の高いサービスを提供していく上での課題及び対処方策L評価方法

※ 現場の事業所等における支援の実態や効果を踏まえつつ記載
歯視点2地域において、利用者が個々の五―ズに応じたサービスの提供を受けられるようにするための、サービス提供体制

の確保に向けた課題及び対処方策

※ 質の高い人材を確保するための工夫についても記載
月視点3障害福祉サービス等に係る予算額が、障害者申立支援法の施行時から3倍以上に増加し、毎年1割程度の伸びを

示している中で、持続可能な制度としていくための課題及び対処方策

※ 本視点についても各団体においてご議論担ご検討の上、記載

(他分野の費用削減につながる等の観点も含まれる)

「視点4業務の負担軽減底効率化に向けた課題及び対処方策 (lCT活用など)

(3)資料については、本体資料に加え、当該資料の概要を作成し、電子媒体にて事前に事務局へ提出する。

(4)当 日の出席者は最大2名 (介助者等を除く)とする。

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム

資料 3第28園 (R5.5.22)
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日看協第 5国理事会 R5年 11月 報告 1-4

ヒアリング団体一覧

O令 和6年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた関係団体ヒアリングは、以下の団体を対象とする。

・ 一般財団法入金日本るうあ違盟

= 一般社団法人全国医療的ケア児者支援協議会

, 一般社団法人全国介護事業者違霊

・ 一般社囲法人全国肢体不自由児者父母の会連合会

, 一般社翻法人全国児童発達支援協議会

, 一般社園法人全国重症心身障害日中活動支援協議会

, 一般社団法人全国重症児者デイサービスとネットワーク

・ 一般社団法人全国精神障害者福祉事業者協会

・ 一般社団法人全国手をつなぐ育成会連合会

, 一般社国法人金日本自閉症支援者協会

・ 一般社団法人日本ALS協会

・ 一般社団法人日本筋ジストロフィー協会

・ 一般社団法人日本自閉症協会

, 一般社爾法人日本難病E疾病団体協議会

, 一般社団法人日本発達障害ネットワーク

, 一般社団法人全国地域で暮らそうネットワーク

・ きょうされん
, 公益財団法人日本知的障害者福祉協会

' 公益社団法人全国*厨
壺
神保健福社会連合会

・ 公益社団法人全国脊髄損傷者違含会

・ 公益社団法人日本精神神経科診療所協会

' 公益社団法人日本医師会

・ 公益社囲法人日本看護協会

・ 公益社団法人日本重症心身障害福祉協会

・ 公益社図法人日本精神科病院協会

・ 社会福祉法人企睡l重症心身障害児 (者 )を守る会

・ 社会福祉法人全国盲ろう者協会
J 社会福祉法人日本身体障害者団体連合会

・ 社会福祉法人日本視覚障害者団体連合
, 障害者自立支援法違憲訴訟爾
▼ 障害のある人と援助者でつくる日本グループホーム学会

・ 金国医療的ケアライン

・ 全国膜体不自由児施設運営協議会
, 全国社会就労センター協議会
よ 金園障害者自立ヨ1練事業所協議会

・ 全国自立生活センター協議会
〔 全爾身体障害者施設協議会

・ 特定非営利活動法人DPI日 本会議

・ 特定非営利活動法人競労継続支援A型事業所全国協議会

・ 特定非営おl活動法入金国就業支援ネットワーク
H 特定非営利活動法人全国統労移行支援事業所連絡協議会

・ 特定非営利活動法人全国精神障害者地域生活支援協議会

「 特定非営利活動法人全国地域生活支援ネットワーク

, 特定非営利活動法人難病のこども支援全国ネットワーク

・ 特定非営利活動法人日本失語症協議会
, 特定井営利活動法人日本相談支援専Fヨ員協会

・ 特定非営利活動法入日本高次B謡機能綴華害友の会

・ 独立行政法人国立病院機構

・ 日本肢体不自由児療護施設連絡協議会

3
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日看協隻 5園理事会 R5年 11月 報 告 1-4

令和 6年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた主な論点 障害福祉サービス等報酬改定検討チーム

.は
|じめIミ||―

°
園栃専魯墓吾義詈挽益翌基ほ琵穂り0琵舞蓬と鍵畿写唸也17修城磐現祐
しヽ る 。

、現在、障害福祉サービス等の利用者は約150万人、
3倍以上となるなど障害児者への支援は年々拡充して

O また
告書
て

等
て指摘さ て い

O

に「障

ζ身量F営極§嘗ぞ量らき昌唐醤署丞き璧塗整季亀嘉農催堪量藝
等報酬の改定により対応すべき事項についても、同報告書においころで

障
れた

甕P峯あ暮亀穣鼻雲健籍停憲筆響警撃梨?覇要哲寝サ1管討を
7期障害福祉計画及び第3期障害児支援計画を作成するための

°
毯奎碧素罐攀碧岩李雷馨F農攘高壕勢覧率屋会

議琴ψ察厭蜜輩麗基審P墓黒鰹警薯Б猛競霧驀8轟震態搭鷹露看鰹墓贅箸ぁ
魅策を強化する必要がある。

°
ぇ親密著途&特そそ撥早姜Ⅲ民争歯§ょ奄監麟禄婁豊尋惨な色

甚隼為狸蒜毎機寄鍵程弘経募暴窒雲な諫通素残亀編蜂下芭9t
尋がある。

°チし蜜姦λ色捺遅夢窃移夢盈翻 錢 七屹ちF跳 寄墨鍵せ丁奪譲裏毎≧辮 こ糧こt毛 iま聯 手
<主な諭点>

1.障害者が希望する地域生活を実現する地域づくり

2,社会の変化等に伴う障害児 `障害者のニーズヘのきめ細かな対応

3.持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現のための報酬等の見直し

※ 上記の論点は現時点のものであり、今後議論を進めていく中で変更することがあり得る。                      4

資料 l第35回 (R5.8.31)
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霞看協第5園理事会 R5年 11月 報告 1-4

1,障 害者が希望する地域生活
―
を実現する地域づ くり

(1)障害者が希望する地域生活を実現 残継続するための支援の充実

O 地域共生社会を実現する地域づくりを推進する中で、障害者の入所施設や病院からの地域移行を進め、障害者がどの

地域においても安心して地域生活を送れるよう、障害者が希望する多様な地域生活の実現に向けた支援の充実や地域生活

支援拠点等の整備の推進を図るための方策を検討しつつ、各サービスの支援の質の確保を図る必要があるのではないか。

O 障害者が希望する生活を実現するために重要な役害けを握う相談支援について、質の向上や提供体制の整備を図るための

方策を検討する必要があるのではないか。

O 障害者本人の選択の機会を確保し、本人の意思が尊重され、希望する暮らしを実現するための意思決定支援を推進する

方策を検討する必要があるのではないか。

O 自らも障害や疾病の経験を持ち、その経験を活かしながら障害者のための支援を行うピアサポー トの取組は、障害者の

エンパワメント等の観点から重要な意義があることを踏まえつつ、さらに提進 していくための方策を検討する必要がある

のではないか。

0 障害者支援施設については、施設が果たしている重度障害者等に対する専門的な支援の役割を踏まえつつ、施設の有す

る知識等を地域の事業者へ達元するとともに、施設からの地域移行を進めるための方策を検討する必要があるのではない

か 。

<想定される検討事項>
障害の重度化や障害者の高齢化など～地域のニーズに対応するための方策

強度行動障害を有する障害者等への支援体制の充実を図るための方策

地域生活支援拠点等の整備の推進を含めた障害者の地域移行を提進するための方策

グループ本一ムにおける一人暮らし等の希望の実現～支援の実態に応じた適切な評l置のための方策

地域における自立した生活を送るための機能訓練・生活尋H練の充実

相談支援の質の向上や提供体制を整備するための方策

障害者の意思決定支援を推進するための方策

障害者ピアサポー トの取組の促進に向けた方策
5
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風看協第 5国理事会 R5年 11月 報告 1-4

1 障害者が希望する地犠事活を実現する地域づくり (つづき)

(2)医療と福祉の連携の推進 ,

O 診療報酬、介護報酬と同時改定である機会をとらえ、障害の重度化や障害者の高齢化、医療的ケア児や医療的ケアが

必要な障害者、精神障害者、難病患者などへの支援の必要性を踏まえ～多様な障害特性にも配慮 しつつ、保健 室医療、

福祉及びその他の施策の連携を推進するための方策を検討する必要があるのではないか。

<想定される検討事項>
相談支援と医療との連携のさらなる提進策

医療的ケア児の成人期への移行にも対応 した医療的ケアの体制の充実を図るための方策

重度障害者が入院 した際のコミュニケーション支援の充実

障害者支援施設等における医療機関との連携強化 E感染症対応力の向上

(3)精神障害者の地域生活の包括的な支援

O 精神保健福祉法改正に伴い、医療、障害福祉 t介護、住まい、就労等の社会参加、地域の助け合い、教育 凛普及啓発

が包括的に確保された「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築をさらに推進する必要がある。

そのためには、地域の連携体制の構築、地域移行や虐待防止の取組等について、さらなる充実方策を検討する必要が

あるのではないか。

<想定される検討事項>
精神障害者の医療と相談支援との連携のさらなる促進策

精神障害者の退院支援に資する地域生活支援拠点等の整備を推進するための方策

精神障害者の虐待防止を図るための方策

6

138
138



日看協第5園理事会 R5年 11月 報告 1-4

2.社会の変化等に伴う障害児・障害者のニーズヘのきめ細かな対応

(1)障害児に対する専門的で質の高い支援体制の構築

O 発達障害の認知の広がりや女性の就業率上昇に伴う預かリニーズの増加により、児童発達支援や放課後等デイ
サービスのサービス量が大きく拡充している一方で、支援の質の確保、インクルージョンの推進が重要な課題と

なつている。児童発達支援センターの中核的役割の発揮をはじめ、地域の支援体制を強化するための方策を検討する

必要があるのではないか。

O 障害児への支援に当たつては、個々の特性や状況に応じた適切な支援の提供が図られるようにするとともに～家族

全体を支援していく視点や、支援にあたる事業所間や.保健、医療、保育、教育、権会的養護など、こどもと家族を

取り巻く関係機関闘で連携して取り組んでいく視点が重要であり、そうした取組を強化するための方策を検討する必

要があるのではないか。

<想定される検討事項>

児童発達支援センターが地域における障害児支援の中核的役割を発揮するための方策

児童発達支援センターの類型 (福祉型 t医療型)の一元化のための方策

障害児通所支援における支援の実態に応 じた適切な評価のための方策

総合的支援の提供、インクルージヨンの推進のための方策

障害児入所施設から成人としての生活への円滑な移行の支援に関する方策

医療的ケア児や重症心身障害児、強度行動障害を有する児の支援の充実を図るための方策

家族支援や関係機関間の連携を強化するための方策

障害児相談支援の適t,,な 実施・質の向上や提供体制を整備するための方策

7
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日看協第5回理事会 R5年 11月 報告 1-4

2.1社会の変化等に伴う障害児●障害者の二rズヘのきめ細かな対応 (つづき)

(2)障害者の多様なニーズに応じた就労の促進

O 障害者の一般就労への移行や就労支援施策は着実に進展しているものの、利用者や働き方の多様化等、障害者の就労

を取り巻く環境も変化している。こうした変化や課題に対応し、さらに障害者の就労を支援するため、雇用施策と福祉

施策の一層の連携強化を図りながら、障害や病気があつても本人が希望を叶え、力を発揮して活躍できる働きやすい社

会を実現するための方策を検討する必要があるのではないか。

O 障害者の希望や能力に沿つた就労を支援するためには、本人の就労ニーズや能力 と適性とともに、就労に必要な支援

や配慮を整理し、個々の状況に応じた適切な就労につなげる新しい障害福祉サービスである就労選択支援を着実に実施

する必要があるのではないか。

<想定される検討事項>

企業等で雇用される障害者の定着支援の充実を図るための方策

就労継続支援A型の生産活動収支の改善を図り、効果的な取組を評価するためのさらなる方策

就労継続支援B型の工賃向上を図り、効果的な取組を評価するためのさらなる方策

就労選択支援の創設

8
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会 Rこ鉦11農 報告 1-4

3 持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現のための報酬等の見直し

O 物価高騰、賃金上昇、支え手が減少する中での人材確保の必要性、経営の状況等を踏まえ、利用者に必要なサービスを

提供できるよう、必要な対応を行う必要があるのではないか。

O 障害福祉サービス等の予算額が社会保障費全体を上回るf牽び率で年々増加 し、利用者数 は事業所数が大幅に増加 してい

るサービスが見られる中、サービス闘 と制度闘の公平性や制度の持続可能性の確保が重要な課題となつており、長期化し

た経過措置への対応の検討なども含め、メリハリのきいた報酬体系とする必要があるのではないか。

O 現役世代が減少していく中、人材確保の必要性を踏まえ、障害福祉サービス等の現場における業務効率化を図るため、

lCrの 活用等を推進 していく必要があるのではないか。

O サービス提供事業者や自治体の事務 E手続き等の負担感が少なく、わかりやすい制度の在 り方を検討する必要があるの

ではないか。

<想定される検討事項>

物価高騰 “賃金上昇等を踏まえたサービスの安定的な提供のための人材確保策など

経過措置への対応 (食事提供体制加算等 )

サービス提供の実態やサービス内容 H質に応じた評価

障害者虐待の防止を図るための方策

情報公表制度の在 り方を含むサービスの質の確保 “透明性向上のための方策

サービス提供事業者や自治体の事務 苗手続き等の標準化、簡素化、lCTな どの効率化等の方策

9
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目軌 隻 連需各 1-4

令和6年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた本会意見

区分 意見

1.医療的ケア児・

者やその家族を支

えるサービスの充

足

(1)看多機による共

生型児童発達支援・共

生裂放課後等デイサー

ビスについて

日看多機が実施する共生型サービスにおける、医療的ケア児の受け入れに対する評

価拡充

・看多機が実施する共生型児童発達支援、共生型放課後等デイサービスにおいて

も、令和3年度の一般事業所における基本報酬の見直しと同様に、医療的ケアの新

判定ス碧アに応じた段階的な基本報酬の設定への見鹿しをされたい。

(2)看多機による共

生型サービスの指定対

象拡大について

・看多機の「訪F口尋」機能について、共生型サービスの「居宅介護」の指定対象に加

えられたい。

(3)医療型短期入所

について

E短期利用加算の見直し

,利用者のニーズに応じた質の高いサービスを提供するために、利用開始時期のア

セスメントや環境調整を十分に実施できるよう、短期利用加算による評価について

見直しをされたい。                         (

(4)送迎加算につい

て

■医療的ケア児・者の送迎に係る評価の再検討            ｀

・障害福祉サービスの利用に際し、医療的ケアを要する児・者の送迎を行った場合

の評価について、再検討されたい く医療的ケアの濃度に応じた報酬設定、看護職同

乗に対する加算増額等)。

2.l騰神障害者を支

える医療・福祉の

連携強化

■障害福祉サービス事業所と構神科講関看護の連携評価

・障害福祉サービス事業所と精神科訪間看護基本療養費を算定している,訪聞看護事

業所が連携した際に、障害福祉サービス事業所の評価として「精神障害者支援医療

連携力R算 (仮称)」 を新設されたい。

3.障害者支援施設

等における体制強

化

(1)平時からの感染

管理体制の強化

■「感染対策加算 (仮称)」 の新設              ψ′
・障害者支援施設をはじめとする障害福祉サービス事業所における、医療機関等に

所属する感染管理認定看護師や感染症看護専β弓看護自Tと の連携による、事業所の感

染管理体制の強化に向けた職員への研修・訓練、体制整倫等の取り組みを評価す

る、「感染対策加算 (仮称)」 を新設されたい。

(2)「 l腔機能の維

持・向上に向けた取り

組み

日擬食囃下障害看護認定看護師との連携に対する加算評価

・障害者支援施設等において、医療機関等に所属する摂食嘘下障害看護認定看護

禽Tと の連携により、経口移行や啜下力の評価・支援を行った場合、加算による評価

を行っていただきたい (経口移行加算や経口維持加算の算定対象の見直し等)。

4.建待防止・身体

拘束の適正化

B虐待防止 。身体拘束の道正化に向けた実態盤握及び伊子価

・令和3年度報酬改定による、虐待防止・身体拘束の適正化推進のための研修等の

各種取り組みの実施状況や効果・課題等の実態を把握し、更なる虐待防止 。身体拘

束の適正化に向けた方策を検討されたい。

・更なる身1本拘束の適正化の推進にあたっては、人員体制の充実が必要であるた

め、そうした手厚い対応を行う施設や事業所を評価する仕組みを創設されたい。

5.切価高騰等によ

る影響への配慮

・物価高騰の影響を踏まえ、各種サービスの基本報酬や加算の見直し、及び必要な

財政措置を講じられたい。

・障害福祉サービス等報酬改定においても、看護職員の処遇改善が可能となるよ

う、診療報酬の「看護職員処遇改善評価料」と同様の措置を講じられたい。
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